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１．１６年９月期中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）
（１）連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年９月中間期 18,555 14.2 165 　　　　　　－ 89 　　　　　　－

１５年９月中間期 16,252 △ 13.2 △ 49 　　　　　　－ △ 175 　　　　　　－
１６年　３月期 43,461 △ 1.1 983 11.7 734 16.7

百万円 ％ 円 銭 円 銭

１６年９月中間期 △ 2　　　　　　－ △ 0 11 －

１５年９月中間期 △ 190　　　　　　－ △ 8 86 －
１６年　３月期 16 △ 79.5 0 77 －

（注）①持分法投資損益 16年9月中間期　　－百万円　15年9月中間期　　－百万円　16年3月期　　-百万円

　　　②期中平均株式数（連結） 16年9月中間期　　21,369,374株　15年9月中間期　21,506,223株　16年3月期　21,498,336株

　　　③会計処理の方法の変更 無
　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
（２）連結財政状態

円 銭
１６年９月中間期 212 50
１５年９月中間期 197 81
１６年　３月期 214 70

（注）期末発行済株式数(連結) 16年9月期中間期　21,366,094株　15年9月期中間期　21,488,064株　16年3月期　21,388,684株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

１６年９月中間期

１５年９月中間期

１６年　３月期

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　　4 社　　　持分法適用非連結子会社数　　　0 社　　　持分法適用関連会社数　　　0 社
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）　　　0 社　　　（除外）　　　0 社　　　持分法（新規）　　　0 社　　　（除外）　　　0 社

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

通   期

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）　 4  円 68  銭

※上記の業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定した見通しであり、多分に不確定
　な要素を含んでおります。実際の業績は、様々な要素の変化などにより業績予想と乖離する結果となり得る
　ことをご承知おきください。

代  表  者　
問合せ先責任者

4,107   

34,301   4,540     13.2  
34,891   4,250     12.2  

キャッシュ・フロー
営業活動による 投資活動による

10   △ 1,604   

650   △ 344   △ 520   
△ 46   △ 756   

１株当たり中間

(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

経常利益

中間(当期)純利益

売上高 経常利益 当期純利益

36,464   4,592     12.6  

営業利益

百万円

１株当たり株主資本株主資本比率

百万円 百万円 ％

株主資本

売上高

百万円 百万円 百万円

期末残高キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
財務活動による 現金及び現金同等物

総資産

百万円

4,317   
1,219   

100  43,000  550  
百万円 百万円

5,529   
806   
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１．企業集団の状況

当社の企業集団は、連結子会社　４社、非連結子会社　２社、関連会社　２社で構成され、建設事業、不動産事業を主体として、

これらに伴う工事の発注・施工・管理及び建設資材の販売、建設機械等の賃貸の事業活動を展開しております。

当企業集団の事業の系統図は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　

得　　　　　　　　　意　　　　　　　　　先

連　　結　　子　　会　　社

ﾘﾃｯｸ徳倉株式会社三徳物産株式会社 中央地所株式会社 ｾﾝﾄﾗﾙ工材株式会社

徳倉建設株式会社

建設事業 不動産事業 その他の事業

非連結子会社 関　連　会　社

ビ
ル
管
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の
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工
事
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賃
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備
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機
材
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販
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・
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備
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工
事
の
発
注

株式会社ｼﾞｵ・ﾊﾟｲｵﾆｱ 中央管理株式会社 吉良合材ﾌﾟﾗﾝﾄ株式会社 東京中央管理株式会社
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

　当社およびグループ各社は「友愛」を社是とし、建設事業を通じて社会の安定と発展に貢献

することを基本姿勢としております。

　また、株主重視と顧客重視を一体としてとらえ、市場環境の変化に臨機に対応し安定的に

収益を確保できる企業体質を構築することにより、企業価値を高めることを経営の基本方針と

しております。

（２）利益配分に関する基本方針

　利益は、株主への還元、安定的な配当の維持、長期的な視野に立った企業体質の強化に、

バランスよく配分することが重要であると考えております。したがって、企業価値を高め、将来

的な発展を視野においた利益配分を基本としております。

（３）目標とする経営指標

　　　第６次三ｹ年計画（平成１８年３月）に目標とする業績は次の通りです。

（４）中長期的な経営戦略

　当社およびグループ各社は、急速な社会環境の変化や市場規模の縮小を前提とした上で、

収益基盤の拡充と、必要利益の安定的な確保を図り、技術と経営に優れた「中堅優良企業」

として展開してまいりたいと考えております。

　このため、昨年度よりスタートした第６次三ヵ年計画では、公共事業に軸足をおいた事業に

よって培われた、高品質・誠実を武器に、お客様が満足できるサービスを提供し、企業の継

続的な発展を図るとともに、将来性の高い分野への経営資源のシフトを行い、環境・リサイク

　　ル・免震・リフォーム等の蓄積された技術・ノウハウの事業化等により、収益基盤の拡充を目

　　指しています。また、環境側面においてはＩＳＯ１４００１を平成１６年１０月８日に認証取得し、

　　その目的及び目標を達成するための事業活動を展開してまいります。

（５）会社の対処すべき課題

　　　主力としていた従来の事業分野に関しては、部門間・グループ会社の連携を強化し、公共

　　工事の確保、民間営業の強化、中部・首都圏の事業拡充を目指して経営資源を有効に活用

　　していきます。

　　　新規分野への展開は、実務的な検討を行い、保有する技術の事業化、建設ノウハウを活

　　かした周辺事業への参入を図るとともに、今後増加が予想されるPFI事業への取組みを充実

　　し、積極的に対応していきます。

　　　また、M＆Aや他社との提携による事業の拡大も視野に入れ、多角的な選択肢をもって受

　　注の拡大を図ります。

　　　建設会社の基本とも言える技術力については、現場運営能力の向上、個別のノウハウの

　　水平展開、各本部のサポート体制の充実により全体としてのレベルアップを図ります。

売上高 　　　　　４６０億円 　　　　　４３５億円

当期純利益 　　　　  ２．５億円 　　　　　　　２億円
経常利益 　　　　　　　８億円 　　　　　　　７億円

連結 個別
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　　　財務管理面においては、保有資産の有効活用、資金運用の効率化を図り、財務体質を

　　強化します。また信用リスクには、本社を中心として組織的な対応を行い、信用事故の防止

　　と事故発生時の早期・適切な対応に努めます。

（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　当社は企業価値を高めることを基本方針としており、情報開示や広報活動も、株主や投資家

の理解、顧客の信頼確保に重点を置いて実施しております。

　また、経営環境の変化に機敏に対応するため執行役員制度を導入し、経営判断の迅速化と

責任体制の明確化を図るとともに、監査役は取締役会以外の社内の重要な会議や活動に出

　席し、適正かつタイムリーな業務監査を行い、企業活動の健全性の維持に努めております。

　　　会計監査人には、栄監査法人を選任し、監査契約のもと正確な経営情報を提供し、公正不

　偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。

　　　顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。

　　　会社とコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　　　　　　・平成１６年３月期第１四半期より四半期情報開示を実施しております。

　　　　　　・ＩＲ活動の一環として平成１６年７月名証ＩＲエキスポ２００４に参加して、一般投資家及

　　　　　　　び証券専門家向けに会社説明会を開催いたしました。

　　　コンプライアンスの徹底はリスク管理の最も重要なテーマととらえて、社員教育を実施するほ

　か、社内ネットワークにより社長通信・社内情報の相互伝達を図る等、積極的な取組を行っ

　ています。
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３．経営成績および財政状態

（１）当期の概況

　当中間期における我が国経済は、企業収益の改善を受け設備投資の回復や株価、雇用環境

の持ち直し等が見られ、また個人消費も好転し緩やかな回復の動きが見られました。

　しかしながら後半においての石油価格等の高騰により、景気回復への影響が懸念される状況

となりました。

　建設業界におきましては、製造業を中心として設備投資の増加が見られるものの公共投資は

縮減傾向が続いており依然として厳しい環境にあります。

　このような情勢下において当社はグループの総力をあげ、営業面においては新規顧客の獲得

並びに今後需要の増加が見込まれる新規分野への拡大を図り、またコスト面においては収益改

善に向けた取組み、総コストの圧縮と業務全般にわたる効率化を図って、業績の確保に努めまし

た。

　当中間期は受注高は１８８億４６百万円（前年同期比５．９％増）、売上高は１８５億５５百万円（

前年同期比１４．２％増）となりました。その結果、前年同期比経常利益、中間純利益共に増加し

中間純損失２百万円となりました。

事業の種類別セグメント業績

建設事業

当セグメントの売上高は、前中間期と比べ２７億６８百万円（１８．０％）増加し、１８１億８５百万円

となり営業利益は１６０百万円の利益となりました。

不動産事業

当セグメントの売上高は、前中間期に比べ９百万円（３．２％）増加し、２億８３百万円となり営業

利益は１２万円の利益となりました。

その他の事業

当セグメントの売上高は、前中間期に比べ４億７５百万円（８４．６％）減少し、８６百万円となり営

業利益は３百万増加し、２９百万円となりました。

（２）財政状況

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金は、６億５０百万円の増加となりました。これは主に、工事代金の回収によ

る売上債権の減少（５７億２５百万円）、立替金の減少（４億４７百万円）などによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金は、３億４４百万円の減少となりました。これは主に、定期預金の預入によ

る支出（５億６７百万円）、有価証券の取得による支出（６０百万円）などによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金は、５億２０百万円の減少となりました。これは主に、短期借入金の減少（

３億３０百万円）によるものであります。

以上により、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比して、

２億１０百万円（４．９％）減少し、４１億７百万円となりました。
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キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

株主資本比率 (％）

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率 (％）

債務償還年数 (年）

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ (倍）

（注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

株主資本比率 株主資本/総資産

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率 株式時価総額/総資産

債務償還年数 有利子負債/営業活動によるキャッシュ・フロー

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ 営業活動によるキャッシュ・フロー/利払い

(注)１．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

　　 ２．営業活動によるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動に

よるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っている負債を対象としております。

また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の支払額を使用しております。

（３）今後の見通し

　通期の見通しとしましては、原油・鉄鋼製品等の価格上昇によるコスト増要因や社会保険料の

負担増等による個人消費の伸び悩みも予想され、先行き不透明感が強まるものと思われます。

　建設業界では、住宅投資の伸び悩み、公共事業の縮小、収益環境の変化による設備投資の

見直しが予想され、価格競争も恒常化しており、ますます厳しい経営環境におかれるものと思わ

れます。

　当社グループはこのような時代に勝ち残るため、営業部門においては既存顧客からの信頼確

保、更なる新規分野への拡大、また多様化する顧客ニーズに対応するための企画提案による受

注を図り、工事部門では厳格な原価管理、管理部門では更なる経費削減と不動産等の資産活

用や有利子負債の削減により財務体質の強化を図り、業績の向上に努める所存であります。

　通期の業績予想については、売上高４３０億円、経常利益５億５０百万円、当期純利益１億円を

予想しております。

平成16年9月
中間期

平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月平成13年3月

5.3

　　　- 　　　- 15.9 20.215.9

11.7　　　- 　　　- 3.5

10.0

13.0 12.4 12.6 13.212.6

9.716.1 8.6 11.6
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４．中間連結財務諸表等
（１）中間連結財務諸表
　①中間連結貸借対照表

（資産の部）
Ⅰ流動資産
現金及び預金 5,529,058   4,479,981   4,317,516   
受取手形・完成工事未収入金 10,324,186   10,666,470   14,191,393   
有価証券 99,970   99,970   101,036   
販売用不動産 1,900,966   2,078,333   2,022,504   
未成工事支出金 4,435,588   6,025,724   4,229,394   
不動産事業支出金 1,127,969   969,435   969,435   
その他棚卸資産 14,718   30,126   23,053   
その他流動資産 2,112,171   454,248   1,527,505   
繰延税金資産 190,476   106,722   98,542   
貸倒引当金 △ 402,620   △ 139,845   △ 456,063   

流動資産合計 25,332,482   72.6  24,771,164   72.2  27,024,315   74.1  

Ⅱ固定資産
１ 有形固定資産 6,478,629   6,133,801   6,226,055   
建物・構築物 2,174,169   1,946,799   1,988,002   
機械・運搬具 637,842   525,084   574,373   
工具器具・備品 23,439   21,054   22,816   
土地 3,643,179   3,640,864   3,640,864   

２ 無形固定資産 31,007   29,564   30,378   
３ 投資その他の資産 3,049,720   3,366,565   3,183,980   
投資有価証券 1,707,834   2,006,519   1,948,373   
関係会社株式 68,303   68,303   68,303   
長期貸付金 234,284   200,415   210,246   
更生債権 32,675   9,820   29,468   
その他の投資等 1,050,450   528,055   1,035,924   
繰延税金資産 400,791   362,956   356,282   
再評価に係る繰延税金資産 250,490   250,490   250,490   
貸倒引当金 △ 695,107   △ 59,993   △ 715,106   

固定資産合計 9,559,356   27.4  9,529,930   27.8  9,440,413   25.9  
資産合計 34,891,838   100.0  34,301,094   100.0  36,464,728   100.0  

（負債の部）
Ⅰ流動負債
支払手形・工事未払金 9,796,924   10,256,152   12,250,314   
短期借入金 10,201,464   9,244,969   9,502,267   
一年以内償還予定社債 　　　　　　　－ 600,000   　　　　　　　－
未成工事受入金 5,624,555   5,409,163   4,725,834   
完成工事補償引当金 40,301   44,258   38,326   
賞与引当金 178,885   180,817   142,901   
その他の流動負債 691,918   749,116   1,200,408   

流動負債合計 26,534,047   76.1  26,484,475   77.2  27,860,050   76.4  

Ⅱ固定負債
社債 1,100,000   500,000   1,100,000   
長期借入金 2,315,053   1,981,450   2,180,341   
退職給付引当金 366,394   549,026   455,464   
その他の固定負債 268,239   189,356   213,553   

固定負債合計 4,049,686   11.6  3,219,832   9.4  3,949,358   10.8  
負債合計 30,583,733   87.7  29,704,307   86.6  31,809,408   87.2  

（少数株主持分）
少数株主持分 57,546   0.2  56,477   0.2  63,184   0.2  

（資本の部）
Ⅰ資本金 2,368,033   6.8  2,368,033   6.9  2,368,033   6.5  
Ⅱ資本剰余金 1,532,784   4.4  1,532,784   4.4  1,532,784   4.2  
Ⅲ利益剰余金 943,193   2.7  1,087,672   3.2  1,150,249   3.1  
Ⅳ土地再評価差額金 △ 368,003   △ 1.1  △ 368,003   △ 1.1  △ 368,003   △ 1.0  
Ⅴその他有価証券評価差額金 △ 77,412   △ 0.2  88,029   0.3  72,945   0.2  
Ⅵ自己株式 △ 148,036   △ 0.4  △ 168,205   △ 0.5  △ 163,872   △ 0.4  

資本合計 4,250,559   12.2  4,540,310   13.2  4,592,136   12.6  
負債、少数株主持分及び資本合計 34,891,838   100.0  34,301,094   100.0  36,464,728   100.0  

金額(千円)金額(千円)
構成比
(%)

金額(千円)
構成比
(%)

要約連結貸借対照表
前連結会計年度の

区分

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

構成比
(%)

（平成15年9月30日） （平成16年9月30日） （平成16年3月31日）
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　②中間連結損益計算書

Ⅰ売上高 16,252,800   100.0  18,555,195   100.0  43,461,175   100.0  

Ⅱ売上原価 14,901,605   91.7  16,952,274   91.4  39,806,318   91.6  

売上総利益 1,351,195   8.3  1,602,921   8.6  3,654,857   8.4  

Ⅲ販売費及び一般管理費 1,401,040   8.6  1,437,332   7.7  2,671,641   6.1  

営業利益 △ 49,845   △ 0.3  165,589   0.9  983,216   2.3  

Ⅳ営業外収益 38,982   0.2  49,831   0.3  78,517   0.2  

受取利息及び配当金 21,053   20,766   36,093   

その他の収益 17,929   29,065   42,424   

Ⅴ営業外費用 164,747   1.0  125,702   0.7  327,049   0.8  

支払利息 113,487   106,865   232,506   

その他の費用 51,260   18,837   94,543   

経常利益 △ 175,610   △ 1.1  89,718   0.5  734,684   1.7  

Ⅵ特別利益 38,585   0.2  11,467   0.1  18,481   0.0  

貸倒引当金戻入益 30,683   11,174   318   

その他の特別利益 7,902   293   18,163   

Ⅶ特別損失 71,800   0.4  79,000   0.4  471,158   1.1  

固定資産除却損 　　　　　　　－ 30,264   132,432   

貸倒引当金繰入額 　　　　　　　－ 　　　　　　　－ 159,807   

その他の特別損失 71,800   48,736   178,919   

税金等調整前中間（当期)純利益（△は損失） △ 208,825   △ 1.3  22,185   0.1  282,007   0.6  

法人税、住民税及び事業税 △ 44,090   △ 0.3  40,013   0.2  261,057   0.6  

法人税等調整額 △ 24,470   △ 0.1  △ 8,831   △ 0.1  △ 59,803   △ 0.1  

少数株主利益（△は損失） 50,183   0.3  △ 6,633   0.0  64,145   0.1  

中間(当期）純利益（△は損失） △ 190,448   △ 1.2  △ 2,364   0.0  16,608   0.0  

　③中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

Ⅰ．資本剰余金期首残高 1,532,784   1,532,784   1,532,784   

Ⅱ．資本剰余金増加高 － － －

Ⅲ．資本剰余金減少高 － － －

Ⅳ．資本剰余金中間期末残高 1,532,784   1,532,784   1,532,784   

（利益剰余金の部）

Ⅰ．利益剰余金期首残高 1,250,166   1,150,249   1,250,166   

Ⅱ．利益剰余金増加高 － 16,608   

中間（当期）純利益 － 16,608   

Ⅲ．利益剰余金減少高 306,973   62,577   116,525   

配当金 59,945   60,213   59,945   

自己株式売却差損 56,580   － 56,580   

中間（当期）純損失 190,448   2,364   

Ⅳ．利益剰余金中間期末残高 943,193   1,087,672   1,150,249   

区分

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

  至  平成15年9月30日）

金額(千円)

（自　平成15年4月 1日

百分比
(%)

要約連結損益計算書
前連結会計年度の

当中間連結会計期間 要約剰余金計算書

金額(千円)

（自　平成16年4月 1日
  至  平成16年9月30日）

（自　平成15年4月 1日
  至  平成16年3月31日）

（自　平成15年4月 1日
前中間連結会計期間

百分比
(%)

金額(千円)
百分比
(%)

前連結会計年度の

区分 金額(千円) 金額(千円)

（自　平成15年4月 1日 （自　平成16年4月 1日
  至  平成16年3月31日）

金額(千円)

  至  平成15年9月30日）   至  平成16年9月30日）
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

税金等調整前中間(当期)純利益(△純損失） △ 208,825   22,185   282,007   

減価償却費 132,541   105,543   267,553   

貸倒引当金の増減額(△減少) △ 25,881   △ 971,331   47,561   

完成工事補償引当金の増減額（△減少） 4,617   5,932   2,642   

退職給付引当金の増加額 75,674   93,562   164,744   

賞与引当金の増減額（△減少） 40,347   37,916   4,363   

受取利息及び受取配当金 △ 21,053   △ 20,766   △ 35,962   

支払利息 116,542   106,865   232,506   

有価証券・投資有価証券売却益・損（△益） △ 7,842   △ 7,878   △ 14,382   

販売用不動産売却収入 　　　　　　　　－ 78,151   　　　　　　　　－

販売用不動産取得支出 　　　　　　　　－ △ 133,980   　　　　　　　　－

固定資産売除却損 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 131,776   

売上債権の減少額 4,837,157   5,725,269   △ 943,358   

割引手形の増減額（△減少） 364,616   △ 236,372   557,408   

棚卸資産の増減額（△増加） △ 1,851,148   △ 1,803,403   △ 1,627,903   

仕入債務の減少額 △ 1,208,925   △ 2,236,718   1,433,556   

立替金の増減額（△増加） △ 206,042   447,645   　　　　　　　　－

その他流動資産の増減額(△増加) △ 287,170   △ 166,342   925,360   

その他流動負債の増減額(△減少) △ 13,110   27,925   △ 9,433   

その他の固定負債の減少額 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ △ 77,303   

未払消費税等の減少額 △ 321,517   △ 179,991   △ 133,810   

為替差損 30,583   △ 4,943   43,907   

その他 △ 32,306   △ 3,045   △ 3,209   

小　計 1,415,203   886,224   1,248,023   

利息及び配当金の受取額 15,993   18,755   26,443   

利息の支払額 △ 132,649   △ 122,279   △ 250,874   

法人税等の支払額 △ 81,630   △ 132,430   △ 217,160   

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 1,219,972   650,270   806,432   

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

定期預金の預入による支出 　　　　　　　　－ △ 567,049   　　　　　　　　－

定期預金の払出による収入 　　　　　　　　－ 194,129   　　　　　　　　－

有価証券の取得による支出 　　　　　　　　－ △ 60,880   △ 68,321   

有価証券の売却による収入 　　　　　　　　－ 69,824   68,546   

投資有価証券の取得による支出 △ 43,398   △ 46,081   △ 85,273   

投資有価証券の売却による収入 46,362   　　　　　　　　－ 105,299   

有形固定資産の取得による支出 △ 82,359   △ 12,304   △ 81,820   

有形固定資産の売却による収入 　　　　　　　　－ 334   309   

無形固定資産取得支出 　　　　　　　　－ △ 505   　　　　　　　　－

貸付による支出 △ 5,476   △ 5,900   △ 6,501   

貸付金の回収による収入 32,222   15,796   50,622   

その他の投資による支出 △ 332   　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

その他の投資による収入 6,634   42,890   28,100   

その他の投資による回収 　　　　　　　　－ 24,813   　　　　　　　　－

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 46,347   △ 344,933   10,961   

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

短期借入金の純増減額(△は減少) △ 925,400   △ 330,698   △ 478,900   

長期借入による収入 1,530,000   800,000   2,284,000   

長期借入金の返済による支出 △ 1,325,234   △ 925,491   △ 3,359,643   

自己株式売却による収入 30,232   　　　　　　　　－ 30,996   

自己株式取得による支出 △ 6,304   △ 4,333   △ 21,414   

配当金の支払額 △ 59,945   △ 60,213   △ 59,946   

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 756,651   △ 520,735   △ 1,604,907   

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 22,975   4,943   △ 30,029   

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額（△減少） 393,999   △ 210,455   △ 817,543   

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 5,135,059   4,317,516   5,135,059   

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期末)残高 5,529,058   4,107,061   4,317,516   

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金預金勘定 5,529,058   4,479,981   4,317,516   

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　　　　　　　　－ △ 372,920   　　　　　　　　－

現金及び現金同等物 5,529,058   4,107,061   4,317,516   

要約連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
前連結会計年度の

金額(千円)

（自　平成15年4月 1日 （自　平成16年4月 1日
        至   平成16年9月30日）

（自　平成15年4月 1日
        至   平成16年3月31日）        至   平成15年9月30日）

区分

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(千円) 金額(千円)
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Ⅰ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社は、三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社、中央地所株式会社、リテック徳倉株式会社の４社
であります。
非連結子会社は、株式会社ジオ・パイオニア、中央管理株式会社の２社であります。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社　株式会社ジオ・パイオニア及び中央管理株式会社、関連会社　吉良合材プラント株式会社及び東
京中央管理株式会社の４社については、重要性がないため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社及び中央地所株式会社の中間決算日は、６月３０日、７月３１日及び
８月３１日であり、中間連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の中間決算日に係る財務諸
表を基礎として、連結を行っております。
但し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）有価証券の評価方法
その他有価証券
・時価のあるもの
中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により算定している）によっております。

・時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産（販売用不動産、未成工事支出金及び不動産事業支出金）の評価方法
原価法（個別法）によっております。

（３）材料及び貯蔵品の評価方法
原価法（最終仕入原価法）によっております。

（４）有形固定資産の減価償却の方法
定率法によっております。
なお、建物については、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）については定額法によっております。

（５）引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産
更生債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。
②完成工事補償引当金
完成工事にかかる瑕疵担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に、将来の補償見込額を計上し
ております。
③賞与引当金
従業員の賞与の支給にあてるため、従業員に支給する見込額の内、賞与の当中間連結会計期間に負担
すべき賞与支給見込額を計上しております。
④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。
又、未認識数理計算上の差異については、翌連結会計年度から５年による按分額を費用処理することとし
ております。

（６）完成工事高の計上基準
工事完成基準によっておりますが、一定の基準に該当する長期大型工事については工事進行基準によって
おります。

（７）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（８）消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、当中間連結会計期中に確定した利益処分に基づいて、作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）
「地方税法等の一部を改正する法律」(平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４
月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間連結会計期間から「
法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成１６年２月
１３日企業会計基準委員会実務対応報告第１２号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割については
販売費及び一般管理費に計上している。この結果、販売費及び一般管理費が９百万円増加し、経常利益及び
税金等調整前中間純利益が９百万円減少しております。

Ⅱ．注記事項
連結貸借対照表の注記 （単位：千円）

（前中間期末） （当中間期末） （前期末）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,481,998 2,598,465 2,498,103
２．担保提供資産 2,071,297 2,063,703 2,068,499
３．保証債務 20,627 10,429 20,528
４．受取手形割引高 849,442 805,863 1,042,235
５．受取手形裏書譲渡高 　　　　　　－ 　　　　　　－ 　　　　　　－
６．当中間期末における連結会社及び関連会社が保有する当社の株式の種類及び株式数

普通株式 705,806 株

連結キャッシュ・フロー計算書

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（単位：千円）

（前中間期末） （当中間期末） （前期末）
現金及び預金勘定 5,529,058 4,479,981 4,317,516
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 - △ 372,920 -
現金及び現金同等物 5,529,058 4,107,061 4,317,516
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自　平成１５年４月１日　　至　平成１５年９月３０日） 単位：千円

建設事業 不動産事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

（１）外部顧客に対する売上高 15,416,454   274,385   561,961   16,252,800   - 16,252,800   

529,509   62,127   993,218   1,584,854   (1,584,854)  -

15,945,963   336,512   1,555,179   17,837,654   (1,584,854)  16,252,800   

15,967,860   345,805   1,529,509   17,843,174   (1,540,529)  16,302,645   

△ 21,897   △ 9,293   25,670   △ 5,520   △ 44,325   △ 49,845   

　当中間連結会計期間（自　平成１６年４月１日　　至　平成１６年９月３０日） 単位：千円

建設事業 不動産事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

（１）外部顧客に対する売上高 18,185,351   283,290   86,554   18,555,195   - 18,555,195   

418,044   200,525   1,326,213   1,944,782   (1,944,782)  -

18,603,395   483,815   1,412,767   20,499,977   (1,944,782)  18,555,195   

18,442,655   483,690   1,384,040   20,310,385   (1,920,779)  18,389,606   

160,740   125   28,727   189,592   △ 24,003   165,589   

　前連結会計期間（自　平成１５年４月１日　　至　平成１６年３月３１日） 単位：千円

建設事業 不動産事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

（１）外部顧客に対する売上高 42,183,153   698,303   579,719   43,461,175   - 43,461,175   

713,933   212,807   2,520,204   3,446,944   (3,446,944)  -

42,897,086   911,110   3,099,923   46,908,119   (3,446,944)  43,461,175   

42,024,976   847,528   3,061,157   45,933,661   (3,455,702)  42,477,959   

872,110   63,582   38,766   974,458   8,758   983,216   

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

①事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

②各区分に属する主要な事業の内容

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業 ：不動産の売買及び賃貸等に関する事業

その他の事業 ：資材、石油類の販売、機械賃貸、保険代理業に関する事業

（２）所在地別セグメント情報

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

（３）海外売上高

当中間連結会計年度(自　平成１６年４月１日　　至　平成１６年９月３０日）

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

営業費用

営業利益（△損失）

営業費用

計

（２）セグメント間の内部売上高又は振替高

計

売上高

営業利益（△損失）

売上高

（２）セグメント間の内部売上高又は振替高

計

売上高

（２）セグメント間の内部売上高又は振替高

営業費用

営業利益（△損失）
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６．リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 期末残高
相当額 計額相当額 残高相当額 相当額 計額相当額 残高相当額 相当額 計額相当額 相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
工具及び器具備品   61,416    37,365    24,050    26,244    8,768    17,476    54,901    34,719    20,182  
その他   54,768    41,593    13,174    56,094    42,712    13,381    54,649    46,590    8,058  

　　合　　　　　　　　　　　　計   116,184    78,959    37,224    82,338    51,480    30,857    109,551    81,310    28,240  

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。

②未経過リース料中間期末(期末）残高相当額

１　　年　　以　　内
１　　年　　　　超

　　合　　　　　　　　　　　　計

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料
減価償却費相当額

④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  8,230  
  8,230    9,081    16,962  

  9,081    16,962  

(前中間期)

(前中間期)

千円

千円

  13,669  
  23,555  
  37,224  

(前　　期)(前中間期) (当中間期)

(当中間期) (前　　期)

千円
  9,493  

千円
  11,425  

  21,364  
  30,857  

(当中間期) (前　　期)

千円 千円

  16,815  
  28,240  
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７．有価証券関係
前中間連結会計期間末（平成１５年９月３０日）

（１）その他有価証券で時価のあるもの
単位：千円

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

（１） その他有価証券

①株式 1,447,230          1,349,559          △ 97,671          

②債券

国債・地方債等                   -                   -                   -

社債                   -                   -                   -

その他                   -                   -                   -

③その他                   -                   -                   -

1,447,230          1,349,559          △ 97,671          

（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 301,827 千円

非上場国内債券等 88,115 千円

非連結子会社株式及び関連会社株式 68,303 千円

当中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日）

（１）その他有価証券で時価のあるもの
単位：千円

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

（１） その他有価証券

①株式 1,545,584          1,694,836          149,252          

②債券

国債・地方債等                   -                   -                   -

社債                   -                   -                   -

その他                   -                   -                   -

③その他                   -                   -                   -

1,545,584          1,694,836          149,252          

（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 311,683 千円

非上場国内債券等 99,970 千円

非連結子会社株式及び関連会社株式 68,303 千円

前連結会計年度末（平成１６年３月３１日）

（１）その他有価証券で時価のあるもの
単位：千円

中間連結貸借対照表計上額 時価 差額

（２） その他有価証券

①株式 1,499,722          1,638,596          138,873          

②債券

国債・地方債等                   - 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  -

社債                   -                   -                   -

その他                   -                   -                   -

③その他                   -                   -                   -

1,499,722          1,638,596          138,873          

（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 309,777 千円

非上場国内債券等 101,036 千円
非連結子会社株式及び関連会社株式 68,303 千円

区分

計

計

区分

計

区分
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８．デリバティブ取引関係
当社は、変動金利を固定金利に変更する目的で金利スワップを利用しております。金利スワップ取引には、

市場金利によるリスクがありますが、上記目的の範囲内でこれを利用することとしその管理は「社内管理規

定」に従い、管理本部により行われております。

また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、ヘッジ会計の有効性の評価を省略しており

ます。

９．受注及び販売の状況
当中間連結会計期間における受注及び販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。

（１）受注高

金額(千円) 前年同期比(%)

建設事業

土木工事 -848,257 △ 8.4

建築工事 1,897,363 24.5

合計 1,049,106 5.9

（２）売上高

金額(千円) 前年同期比(%)

建設事業

土木工事 -326,470 △ 3.9

建築工事 3,095,367 43.4

建設事業計 2,768,897 18.0

その他 -466,502 △ 55.8

合計 2,302,395 14.2

（３）次期繰越高

金額(千円) 前年同期比(%)

建設事業

土木工事 -6,185,332 △ 21.2

建築工事 920,462 5.2

合計 -5,264,870 △ 11.246,977,482　　　　 41,712,612　　　　

18,185,351　　　　

836,346　　　　 369,844　　　　

17,769,686　　　　 18,690,148　　　　

29,207,796　　　　

事業の種類別
セグメントの
名称

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
比較増減（自　平成15年4月 1日 （自　平成16年4月 1日

        至  平成15年9月30日)         至  平成16年9月30日)

金額（千円） 金額（千円）

事業の種類別
セグメントの
名称

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
比較増減

金額（千円） 金額（千円）

        至  平成15年9月30日)         至  平成16年9月30日)

（自　平成15年4月 1日 （自　平成16年4月 1日

23,022,464　　　　

9,205,395　　　　

16,252,800　　　　 18,555,195　　　　

8,289,945　　　　 7,963,475　　　　

7,126,509　　　　 10,221,876　　　　

15,416,454　　　　

事業の種類別
セグメントの
名称

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額（千円） 金額（千円）

        至  平成15年9月30日)         至  平成16年9月30日)

9,641,146　　　　

17,797,435　　　　 18,846,541　　　　

比較増減（自　平成15年4月 1日 （自　平成16年4月 1日

7,743,783　　　　

10,053,652　　　　
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